
事 業 概 況 （令和８年７月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和８年度労災保険業務機械処理の令和８年７月末現在における保険給付支払総額は 2,475億円で、前年同期に比べて

2.2％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,052億円で 42.5％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 894億円で 36.1％を占めている。以下、休業補償給付が 14.4％、障害補償一時金が 4.1％、遺族補償一時金が 1.2％、

介護補償給付が 1.1％、二次健康診断等給付が 0.3％、葬祭料が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 14.8％増、遺族補償一時金が 5.9％

増、休業補償給付が 5.7％増、療養補償給付が 2.4％増、介護補償給付が 2.1％増、障害補償一時金が 1.0％増、年金等給

付が 0.8％増となっているのに対し、葬祭料が 3.7％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 924億円で 37.3％、「建設事業」が 634億円で 25.6％、

「製造業」が 527億円で 21.3％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 2.0％、「林業」が 1.3％、「船舶所

有者の事業」が 0.5％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が 6.2％増、「その他の事業」が 5.8％増、

「運輸業」が 2.9％増、「漁業」が 1.6％増、「製造業」が 0.7％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給

の事業」が 12.2％減、「林業」が 7.0％減、「鉱業」が 5.1％減、「建設事業」が 0.7％減となっている。（第２表） 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 242,221,039 100.0 1.7 247,494,089 100.0 2.2

療 養 補 償 給 付 87,332,504 36.1 3.8 89,429,760 36.1 2.4

休 業 補 償 給 付 33,749,736 13.9 4.3 35,678,647 14.4 5.7

障 害 補 償 一 時 金 10,095,873 4.2 1.4 10,196,063 4.1 1.0

遺 族 補 償 一 時 金 2,721,477 1.1 9.3 △  2,880,883 1.2 5.9

葬 祭 料 599,427 0.2 5.4 577,455 0.2 3.7 △  

介 護 補 償 給 付 2,766,687 1.1 1.8 2,824,288 1.1 2.1

年 金 等 給 付 104,378,006 43.1 0.6 △  105,244,487 42.5 0.8

二次健康診断等給付 577,328 0.2 11.7 662,505 0.3 14.8

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると遺族補償年金が 589億円で 56.0％と最も大きく、次いで障害補償年

金が 404億円で 38.4％、傷病補償年金が 59億円で 5.6％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 342 億円で 32.5％、「製造業」が 289 億円で 27.4％、

「その他の事業」が 240億円で 22.8％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 3.2％、「林業」が 1.5％、「漁

業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 242,221,039 100.0 1.7 247,494,089 100.0 2.2

林 業 3,336,049 1.4 0.2 3,101,720 1.3 7.0 △  

漁 業 619,510 0.3 2.0 △  629,691 0.3 1.6

鉱 業 5,314,262 2.2 9.2 △  5,041,684 2.0 5.1 △  

建 設 事 業 63,870,970 26.4 0.3 △  63,393,151 25.6 0.7 △  

製 造 業 52,367,629 21.6 1.1 △  52,749,477 21.3 0.7

運 輸 業 27,726,687 11.4 4.1 28,534,528 11.5 2.9

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 565,122 0.2 13.6 496,442 0.2 12.2 △ 

そ の 他 の 事 業 87,343,475 36.1 4.9 92,403,696 37.3 5.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,077,335 0.4 4.8 1,143,700 0.5 6.2

金 額 構成比
対前年
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和7年度　7年7月末 令和8年度　8年7月末

令和8年度　8年7月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 40,364,286 58,947,482 5,932,719 105,244,487 100.0

林 業 451,574 1,087,972 62,048 1,601,595 1.5

漁 業 95,697 302,578 9,679 407,954 0.4

鉱 業 337,418 2,703,850 351,230 3,392,498 3.2

建 設 事 業 10,428,027 21,619,720 2,157,484 34,205,231 32.5

製 造 業 13,994,050 13,922,592 955,677 28,872,319 27.4

運 輸 業 4,672,761 6,744,679 663,464 12,080,904 11.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 65,521 195,290 11,494 272,305 0.3

そ の 他 の 事 業 10,175,305 12,121,363 1,704,058 24,000,726 22.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 143,933 249,438 17,585 410,956 0.4

構 成 比 38.4% 56.0% 5.6% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和８年度労災保険業務機械処理の令和８年７月末現在における保険料徴収決定済額は 8,513億円で、前年同期に比べ

て 7.5％増となっている。保険料収納済額は 2,201億円で、前年同期に比べて 1.0％増となっている。また、収納率につい

てみると 25.9％となっており、前年同期に比べて 1.6ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,432 億円で 52.1％と最も大きく、次いで「製造

業」が 1,597 億円で 18.8％、「建設事業」が 1,506 億円で 17.7％を占めている。以下、「運輸業」が 9.1％、「船舶所有者

の事業」が 1.3％、「林業」が 0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「漁業」及び「鉱業」がそれぞれ

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

令和7年度 令和8年度 令和7年度 令和8年度 令和7年度 令和8年度

　業　種 7年7月末 8年7月末 7年7月末 8年7月末 7年7月末 8年7月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 791,741,357 851,260,964 100.0 7.5 217,833,608 220,079,688 100.0 1.0 27.5 25.9

林 業 3,608,093 3,977,198 0.5 10.2 1,338,682 1,411,873 0.6 5.5 37.1 35.5

漁 業 1,366,451 1,414,256 0.2 3.5 641,921 604,108 0.3 5.9 △  47.0 42.7

鉱 業 2,047,410 2,061,145 0.2 0.7 391,607 394,364 0.2 0.7 19.1 19.1

建 設 事 業 137,264,030 150,568,766 17.7 9.7 52,337,118 55,212,521 25.1 5.5 38.1 36.7

製 造 業 150,115,159 159,661,293 18.8 6.4 27,373,009 26,860,276 12.2 1.9 △  18.2 16.8

運 輸 業 71,598,446 77,077,927 9.1 7.7 15,271,235 15,407,126 7.0 0.9 21.3 20.0

電気、ガス、水道
又は熱供給の事業 2,344,763 2,377,454 0.3 1.4 719,028 548,634 0.2 23.7 △ 30.7 23.1

そ の 他 の 事 業 412,932,853 443,171,748 52.1 7.3 116,986,929 116,690,993 53.0 0.3 △  28.3 26.3

船舶所有者の事業 10,464,152 10,951,178 1.3 4.7 2,774,079 2,949,792 1.3 6.3 26.5 26.9

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期
増減率

構成比
対前年
同　期
増減率


